嘱託職員給与規程
第１章　　　総　　　則
（目的）
第１条　　この規則は、嘱託職員就業規則第１９条に基づいて、嘱託職員のかたの給与について定めたものです。
（給与の種類）
第２条　　給与の種類は、つぎのとおりとします。
　　　  　①　給　　　料
    　　　②　賞　　　与
 （給与の構成）
第３条　　給与の構成は、つぎのとおりとします。
　　　　　①基 本 給
          ②精勤手当
          ③残業手当
          ④深夜手当
　　　　　⑤休日出勤手当
　　　　　⑥通勤手当
（基本給の支払形態）
第４条　　基本給の支払形態は、日給月給制、または日給制とします。
（給料の計算期間）
第５条　　給料の計算期間は、前月２１日から当月２０日までとします。
（給料の支払日）
第６条　　給料の支払日は、毎月２５日とする。しかし、当日が休日のときは、その前日に支払います。
（給料支払いの原則）
第７条　　給料は、基本的に働いた対価として支払います。そのためとくに決めた場合を除いて、休日や働かない分に対しては給料を支払いません。また、同様に会社の指示に基づかない仕事についても、給料を支払いません。
（中途採用や退職者の給料計算）
第８条　　給料の計算期間の途中で、入社したり退社するひとの給料は、日割計算によって支払います。
（月額給料の日割計算）
第９条　　月額給料の日割の計算は、基本給と諸手当（残業手当などを除きます）を、その月の働くべき日数で割ったものを日額給料とします。
（給料の一部控除）
第１０条　会社は、給料支払のときに、つぎのものを控除します。
　　　　　①法令に定めにあるもの。
　　　　　②社員代表と書面で協定したもの。
第２章　　給　　　料
（基本給の決定）
第１１条　基本給は、本人の能力（知識、技能、体力、成績）、仕事の内容、年齢、勤続などを総合勘案して決定します。
（定年嘱託者の基本給の決定）
第１２条　定年嘱託者の基本給は、定年退職時の基本給の８０％以内と諸手当とします。
（精勤手当）
第１３条　精勤手当は、その給料計算期間に働くべきに日数を皆勤したひとに対して、別に定める皆勤手当（月額）を支払います。
　　　２　遅刻と早退がその計算期間中に３回になるときは、支給しません。
（残業手当、休日出勤手当）
第１４条　残業手当は、働くべき時間（８時間）を超えて仕事をしたひとに、また、休日出勤手当は、休日に勤務したひとに、それぞれ支給します。
（残業手当と休日出勤手当の額）
第１５条　残業手当の額は、それぞれ勤務１時間について、１時間あたりの算定の基礎額に１、２５を掛けた額とします。
　　　２　休日出勤手当の額は、それぞれ勤務１時間について、１時間あたりの算定の基礎額に次の乗率を掛けた額とします。
            法定休日出勤の場合     １．３５
            法定外休日出勤の場合   １．２５
          尚、法定休日出勤とは、１週間のうち１回も休日が無かった場合の、最後の休日出勤をいいます。
（深夜勤務手当）
第１６条  深夜勤務手当は、午後１０時から翌午前５時までの間に勤務したひとに支給します。
（深夜勤務手当の額）
第１７条　深夜勤務手当の額は、勤務１時間について、１時間あたりの算定の基礎額に０、２５を掛けた額とします。
　　　２　深夜勤務が時間外勤務と重複したときは、残業割増率（１．２５）と合算し、１時間あたりの算定の基礎額に１、５を掛けた額とします。
（１時間あたりの算定基礎額）
第１８条　１時間あたりの算定の基礎額は、つぎのとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　基本給＋諸手当（通勤手当を除く）
          算定基礎額（１時間） ＝ 

        　　　　　　　　　　　　　　１年間の１ヵ月平均働くべき時間数
      ２　時間の計算は、１０分単位とし５分未満は切り捨て、６分以上は１０分とします。
（通勤手当）
第１９条　嘱託職員のかたに、通勤手当として実費を支給します。しかし、上限は非課税限度額となります。
第３章　　　昇　　給
（昇給）
第２０条　昇給は、原則としておこないません。しかし、物価事情などによって給与の見直す必要があると考えられるときは、正規社員の昇給率の７０％を下回らない率で、勤務成績や勤務態度などを勘案して決定します。
　　　２　昇給をおこなうときは、毎年４月度におこないます。
第４章　　　賞　　与
（賞与）
第２１条　賞与は、毎年度前半期間の決算のみとおしが明らかとなり賞与を支払える場合に限って、会社の利益金の範囲内で、支給日に在籍する嘱託職員のかたに支給します。
　　　２　賞与の支払の時期は、原則として７月と１２月とします。しかし、都合によって支給の時期を変更したり、または支給を中止することがあります。
　　　３　賞与の支給の対象期間は、７月賞与は前年１２月２１日から当年５月２０日まで、１２月賞与については当年５月２１日から１１月２０日までとします。
（支給基準及び額）
第２２条　賞与は基本給を基礎とし、職務や功績、勤務成績、勤怠、勤続年数などを考慮して、その都度これを決めます。
第５章　　慰　労　金
（慰労金）
第２３条　嘱託職員のかたに退職金は支給しません。しかし、勤務態度や勤務成績が良好なひとについては、慰労金や記念品をその都度決めたうえ支給することがあります。
付　　　　　則
１、この規則は平成　○年　○月　○日から施行します。
２、この規則を改廃するときは、全社員の代表の意見を聞いておこないます。
